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第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画 





１　第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画

１－１　趣旨

H18～H20 H21～H23 H24～H26 H27～H29 H30～R2 R3～R5 R6～R8

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

─ ─ ─ ─ 第１期 第２期 第３期

第６章　障害福祉サービスを円滑に推進するために

障害児福祉計画

国の障害保健福祉施策は，障がいのある人や子どもが，基本的人権の享有主

体である個人の尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう

必要な支援を行うことにより，全ての国民が，障がいの有無によって分け隔てら

れることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に寄与

することをめざして，制度の整備がなされてきました。

平成18年度には障害者自立支援法の施行により，自治体に対して障害福祉計

画の作成が義務付けられ，サービスの提供体制を計画的に整備する仕組みが導

入されました。

また，児童福祉法の改正に伴い，平成30年度からは障害児福祉計画の作成が

義務付けられ，障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制を整備し，障害

児通所支援等の円滑な実施を確保するための仕組みが導入されました。

本市では，国が示す「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実

施を確保するための基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に即し，地域にお

いて必要な障害福祉サービス，障害児通所支援，相談支援及び地域生活支援事

業等が提供されるよう，令和６年度から８年度までを計画期間とする第７期障害

福祉計画・第３期障害児福祉計画を一体的に作成し，取り組みます。

障害福祉計画
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１－２　「障害者計画」と「障害福祉計画」・「障害児福祉計画」の関係

　根拠法は異なりますが，お互い関連しており，特に障害者計画の「地域生活支

援の充実」の部分において関連性が強い形となっています。（再掲）

障害福祉サービス等の提供体制の整備だけ

ではなく，「保健」・「医療」・「教育」・「災害」

等，幅広い分野の障害者施策に関する基

本的な考え方や方向性を定める計画

【施策体系】

１ 保健・医療の充実

３ 地域生活支援の充実

４ 多様な雇用と就労の促進

５ 啓発の充実

６ 生活・社会環境の充実と安心安

全のしくみづくり

障害者計画

（障害者基本法）

障がいのある人や子どもの地域生活を支援

するための障害福祉サービス等の基盤整備

を図ることを目的として，国の基本指針に基

づき，「成果目標」やサービスの種類ごとの

必要な見込量を定める計画

【成果目標】

第７期障害福祉計画

（障害者総合支援法）

第３期障害児福祉計画

（児童福祉法）

3-2 地域生活支援サービスの基盤整備

4-1 適性に応じた就労と職場定着への

支援

④ 福祉施設から一般就労への移行等

③ 地域生活支援の充実

⑤ 障害児支援の提供体制の整備等

２ 療育・保育・教育等における切れ

目ない支援体制の充実

⑥ 相談支援体制の充実・強化等

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築

3-3 精神障害にも対応した地域包括

ケアシステムの構築

3-1 相談支援体制の充実

① 福祉施設入所者の地域生活への移行

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるた

めの取組に係る体制の構築【主として都道府県】
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　　　　※福祉施設…ここでは障害者支援施設を指します。

　　② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

　　　　※福祉施設…ここでは生活介護，自立訓練，就労移行支援，就労継続支援事業所を指します。

　　　・日中活動系

　　　・居住系サービス

共同生活援助，施設入所支援

　　　・訪問系サービス

居宅介護，重度訪問介護，行動援護，同行援護

　　② 障害児通所支援の見込量

児童発達支援，放課後等デイサービス，保育所等訪問支援，

居宅訪問型児童発達支援

　　③ 相談支援の見込量

計画相談支援，障害児相談支援，地域移行支援，地域定着支援

　　④ 地域生活支援事業の見込量

　　⑥ 相談支援体制の充実・強化等

　【サービス見込量】

　　① 障害福祉サービスの見込量

　　⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
　　　　【主として都道府県】

生活介護，自立訓練（機能訓練），自立訓練（生活訓練），宿泊型自立訓練，

就労選択支援，就労移行支援，就労継続支援Ａ型，就労継続支援Ｂ型，

就労定着支援，短期入所，療養介護

　　④ 福祉施設※から一般就労への移行等

　　③ 地域生活支援の充実

　　⑤ 障害児支援の提供体制の整備等（医療的ケア児等コーディネーターの配置）

１－３　成果目標・サービス見込量

国の基本指針に即し，次に掲げる事項を「成果目標」及び各サービスの見込量

を設定します。

　【成果目標】

　　① 福祉施設※入所者の地域生活への移行（地域生活移行者数，施設入所者数）
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２　成果目標

２－１　福祉施設入所者の地域生活への移行

２－１－１　福祉施設からの地域生活への移行者数

地域移行実績

目標値

国の指針に基づき，令和元年度末時点の施設入所者数403人の６％にあたる24

人の方が，地域生活へ移行することを目標値として設定します。地域生活を希望

する方が，安心して暮らしていけるよう，相談支援事業所等との連携を図るととも

に，グループホームの整備に努めます。

第１期から第６期までの計画に引き続き，施設入所者の地域生活への移行に

　ついて取り組みます。

24人

令和６～８年度令和２～４年度

22人
福祉施設から地域生活へ移行する人

15

22

12
10 9

12 13

8

13

17

8
6

8 8

0

5

10

15

20

25

H21年度H22年度H23年度H24年度H25年度H26年度H27年度H28年度H29年度H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

人／年
総数161人
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グループホーム 自宅 アパート その他

人
移行先内訳（平成21年度～令和４年度，161人）
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２－１－２　施設入所者数

施設入所者数実績

目標値

　施設入所者数について国の基本指針では，令和４年度末の入所者数の５％以

上削減することを示しています。

　しかしながら，多くの入所待機者がいる本市の状況下，大幅な削減は困難であ

ると見込まれます。令和８年度末の施設入所者数は，令和元年度末の入所者数

400人を上回らないことを目標とします。

　なお，障がいの程度や家族の状況により，施設への入所を必要とされる方につ

いては，継続して支援を行います。

令和４年度末 令和８年度末

403人 400人
施設入所者数

410 413 405 401 400 401 405 403

200

300

400

500

600

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

人
施設入所者数の推移
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２－２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

目標値

活動指標

令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

9回 7回 7回 7回

8回 12回 12回 12回

0回 8回 8回 8回

2回 2回 2回 2回

２－３　地域生活支援の充実

上記の成果目標・活動指標の達成に向け，協議の場（精神障害者地域移行代

表者会議，精神障害者地域移行戦略会議）や障害者計画等推進協議会におい

て取組の評価を実施します。

精神障害者アウトリーチ支援事業の新規利用者数

指標

60人

90人

計画期間中，入院中の精神障がい者に対する退院意欲喚起を行い，地域移行

支援の利用者数を60人に目標設定します。

令和６年度からアウトリーチ支援事業に新たに取り組み，精神障がい者や精神

障がいが疑われる人が地域で安心してその人らしく暮らすことができるよう支援し

ます。

令和６～８年度目標

地域移行支援個別給付数

本市では，令和３年３月に相談支援体制を中心とした面的整備型の地域生活

支援拠点を整備しました。今後は地域生活支援サービスやその質の向上，連携

体制の基盤整備に向け，引き続き自立支援協議会において協議を行っていくとと

もに，年１回地域生活支援拠点の運用状況の検証及び検討を行います。

代表者会議・戦略会議開催数

ピアサポーター定例会開催数

院内説明会開催数

地域移行者支援者会議開催数

令和２～４年度

39人

－
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２－４　福祉施設から一般就労への移行等

２－４－１　一般就労への移行者数

一般就労実績

目標値

1.28倍

就労移行支援事業所の

５割以上

令和８年度
就労移行支援事業利用終了者に占める

一般就労へ移行した者の割合が
５割以上の事業所

　国指針で新規に掲載された目標であり，指針の値を設定します。

福祉施設からの一般就労者数については，国指針に基づき，令和３年度実績の
1.28倍にあたる41人を目標値とします。

※企業等に就職した人や在宅で就労した人（農林業等，家業への従事含）及び自ら起業した方（就労A型は除く）
　 で，パート等も含みますが，障害福祉サービス（就労継続支援）を利用しながら，働く場合は除外します。

第１期から第６期までの計画に引き続き，福祉施設からの一般就労への移行に

ついて，企業との勉強会や「農福連携」の体制づくりを行う等，雇用の促進に取り

組みます。また，一般就労後の定着についても，平成30年度に創設された「就労

定着支援」を通じて支援を行います。

　福祉施設からの一般就労者※数
41人32人

令和３年度 令和８年度

H21～R4年度までの総数

高知県:948人，高知市:485人

46

62 63
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34 35
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29 30
39 40 39
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H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

人

高知県 うち高知市
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２－４－２　就労定着支援利用者数

目標値

1.41倍

２－４－３　就労定着率（就労定着支援事業による就労定着率）

目標値

　国指針に基づき，就労定着支援利用者数は，令和３年度実績の1.41倍にあたる
47人を目標値とします。

就労定着率※が７割以上の
就労定着支援事業所数の全体に占める割合

※（前年度末日において就労が継続している者の数）÷（過去３年間に就労定着支援を利用した総数）
 事業所については１年以上の実績のある事業所が対象となります。

就労定着支援の利用者数

令和３年度 令和８年度

33人 47人

25％以上
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活動指標

令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

活動指標

令和４年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

※基幹相談支援センターによる同行訪問・担当者会議・助言等

400件 400件 400件432件

医療的ケア児及び重度の障がいのある子どもや家族への支援体制の整備等を
を目的として，本市では令和元年度から「高知市医療的ケア児及び重度の障害
のある子どもの支援検討会」を設置し，実態やニーズの把握と整理を進めていま
す。

現在，医療的ケア児等への支援の充実を図るため，「医療的ケア児等コーディ
ネーター」を関係各課に配置しており，今後計画的に養成研修を受講し増員を
図っていきます。

平成31年４月に設置した「基幹相談支援センター」を中心として，人材育成と関

係機関との連携強化に努めます。

　人材育成の推進にあたり，次の内容を活動指標とします。

相談支援事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言件数

6人 7人 8人5人

4人

２－５　障がい児支援の提供体制の整備等

２－６　相談支援体制の充実・強化等

高知市内の主任相談支援専門員数

各課に配置する医療的ケア児等
コーディネーター養成研修修了者 7人 8人 9人
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３　サービス見込量

○

○

○

○

○

○

○ 個々の事例対応の蓄積やニーズ調査を実施しながら，障害者計画等推進
協議会や自立支援協議会の場を通じ，本計画の検証や見直し，新たな
ニーズの把握に努めます。

各サービスの見込量については，本市が実施したニーズ調査や各サービスの

過去の利用実績を基に算出しています。

【必要な見込量の確保等の方策】

医療的ケア，強度行動障がいのある人等，在宅の重度障がいのある人が
増えている傾向にある中で，通所施設を中心として重度障がいのある人の
受け皿はまだまだ不十分な状況にありますので，これらの方々を対象とす
る生活介護や障害児通所支援事業所について，国の施設整備補助金を活
用し，優先的に整備を進めます。

入所施設や精神科病院からの地域生活移行の促進の観点，並びに障がい
の重度化・高齢化」，「親亡き後」等の課題に対するサービスとして，24時間
の支援体制があり，ニーズの高い短期入所を併設する日中サービス支援
型共同生活援助（グループホーム）について，国の施設整備補助金を活用
し，優先的に整備を進めます。

サービスの充実やサービス量を維持する上においては，人材の確保が最
低限必要となります。これについては今後少子高齢化が加速する中におい
て重要な課題として認識し，県と連携し取り組んでいきます。併せてサービ
ス提供事業所における業務の効率化，負担軽減を図るため，国の補助金
を活用し，ICTやロボット等の導入を進めていきます。

相談支援専門員・サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者等，利
用者の支援計画を作成する職員の人材育成や連携を強化するため，自立
支援協議会の各検討会を通じて研修会を開催し，質の向上等に取り組み
ます。

基幹相談支援センターにおいて，相談支援事業所のほか保健・医療・福
祉・教育・労働等の関係機関の方々と連携を深め，後方支援を実施しなが
ら地域の中核機関として，相談支援体制の強化に取り組みます。

サービス提供事業所における利用者の意思決定支援や苦情解決，虐待防
止の取組を促すとともに，事業所の情報公表や定期的な実地指導を通じ，
開かれた運営体制を確保していきます。
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３－１　障害福祉サービスの見込量

３－１－１　日中活動系

※見込量は各年度における月平均値

生活介護
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

自立訓練（機能訓練）
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

自立訓練（生活訓練）
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

宿泊型自立訓練
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

就労選択支援
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

就労移行支援
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

就労継続支援（Ａ型）
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

就労継続支援（Ｂ型）
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

就労定着支援
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

短期入所
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

療養介護 人/月 人/月 人/月

※人日とは，日中活動系サービスの供給量を示す単位

106 113 121

107 107 107

1,031 1,044 1,058

647 692 740

41 44 47

41 44 47

213 219 226

16,711 16,798 16,899

40 38 35

4,256 4,384 4,515

8 9 9

700 656 612

－ 600 700

－ 30 35

28 28 28

193 200 208

21 21

430 430 430

21

16,223 16,385 16,549

令和６年度 令和７年度 令和８年度

836 844 852

319 319 319
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①　生活介護

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

※共生型・基準該当事業所は空床型であるため，定員数については指定事業所分のみになります。

実績及び見込量

障害者支援施設等において，入浴，排せつ及び食事等の介護，その他必要な

援助を要する障がいのある人に，主として昼間において，入浴，排せつ及び食事

等の介護，その他必要な日常生活上の支援，創作的活動又は生産活動の機会

の提供その他身体機能又は生活能力の向上のための必要な援助を行います。
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②　自立訓練（機能訓練）

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

※共生型・基準該当事業所は空床型であるため，定員数については指定事業所分のみになります。

実績及び見込量

障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において，又は対象者の居

宅を訪問し，理学療法，作業療法その他必要なリハビリテーション，生活等に関

する相談及び助言その他必要な支援を行います。
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③　自立訓練（生活訓練）

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

※共生型・基準該当事業所は空床型であるため，定員数については指定事業所分のみになります。

実績及び見込量

障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において，又は対象者の居

宅を訪問して行う入浴，排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むた

めに必要な訓練，生活等に関する相談及び助言その他必要な支援を行います。
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④　宿泊型自立訓練

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

実績及び見込量

自立訓練（生活訓練）対象者に，居室その他設備を利用させるとともに，家事等

の日常生活能力を向上させるための支援，生活等に関する相談及び助言その他

必要な支援を行います。
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⑤　就労選択支援

サービスの概要

見込量

就労を希望する障がいのある人で，短期間の生産活動その他の活動の機会の

提供を通じて，就労に必要な能力を把握し就労の適切な選択のための支援を行

います。

※令和７年10月から開始が予定されており，以前まで実施していた就労移行支援利用によ
　 る就労アセスメント者を見込みます。
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⑥　就労移行支援

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

実績及び見込量

※「就労選択支援」が令和７年10月から創設され，その分の減少を見込みます。

　就労を希望する65歳未満の障がいのある人で，通常の事業所に雇用されること

が可能と見込まれる人に，生産活動，職場体験その他の活動の機会の提供を通

じて就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練，求職活動に関する

支援，その適性に応じた職場の開拓，就職後における職場への定着のために必

要な相談その他の必要な支援を行います。
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⑦　就労継続支援A型

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

実績及び見込量

通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人のうち，適切な支援に

より雇用契約等に基づき就労する人に，生産活動その他の活動の機会の提供そ

の他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な

支援を行います。
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⑧　就労継続支援B型

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

実績及び見込量

通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人のうち，通常の事業所

に雇用されていた人で，その年齢，心身の状態その他の事情により引き続き当該

事業所に雇用されることが困難となった人，就労移行支援によっても通常の事業

所に雇用されることが困難な人に，生産活動等の機会の提供を通じて，就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等の支援を行います。
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⑨　就労定着支援

サービスの概要

事業所数の推移

※就労定着支援については，定員数の定めがないため記載していません。

実績及び見込量

※就労定着支援の報酬は月額制となっているため，利用回数については記載していません。

就労移行支援等を利用して，通常の事業所に新たに雇用された障がいのある

人の就労の継続を図るため，企業等との連絡調整を行うとともに，日常生活など

の各課題に対して相談・援助を行います。
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⑩　短期入所

サービスの概要

事業所数の推移

※ほとんどの事業所が空床型であるため，定員数は記載していません。

実績及び見込量

居宅においてその介護を行う者の疾病やその他の理由により，障害者支援施

設等への短期間の入所を必要とする障がいのある人や子どもについて，当該施

設に短期間入所し，入浴，排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を行いま

す。
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⑪　療養介護

サービスの概要

事業所数及び定員の推移

実績及び見込量

病院における機能訓練，療養上の管理，看護，医学的管理の下における介護，

日常生活上の支援その他必要な医療を要する障がいのある人に，主として昼間

に，病院において機能訓練，療養上の管理，看護，医学的管理の下における介

護及び日常生活上の支援を行います。
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３－１－２　居住系

※見込量は各年度における月平均値
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①　共同生活援助（グループホーム）

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

障がいのある人に，主として夜間に，共同生活を営むべき住居において相談，

入浴，排せつ，食事の介護，その他日常生活上の援助を行います。
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②　施設入所支援（障害者支援施設）

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

施設に入所する障がいのある人に，主として夜間に，入浴，排せつ及び食事等

の介護，生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支援を行

います。
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３－１－３　訪問系

※見込量は各年度における月平均値

居宅介護 
時間/月 時間/月 時間/月

人数 人／月 人／月 人／月

重度訪問介護
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行動援護
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時間/月 時間/月 時間/月
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①　居宅介護

サービスの概要

事業所数の推移

※共生型居宅介護を含みます。

実績及び見込量

障がいのある人や子どもに，居宅において入浴，排せつ及び食事等の介護，調

理，洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活

全般にわたる援助を行います。
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②　重度訪問介護

サービスの概要

事業所数の推移

※共生型重度訪問介護を含みます。

実績及び見込量

重度の肢体不自由又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより行動上著

しい困難を有する障がいのある人に，居宅において入浴，排せつ及び食事等の

介護，調理，洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言並びに

外出時における移動中の介護等，生活全般にわたる援助を総合的に行います。
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③　行動援護

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する障がいのある人

や子どもが行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護，外出時に

おける移動中の介護，排せつ及び食事等の介護その他の対象者が行動する際

の必要な援助を行います。

4 6 7 6 6 6 5 6 7 8 

70 
82 

168 

91 

129 

172 

114 

160 
168 

176 

0

50

100

150

200

0

5

10

15

20

25

30

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

時間／月人／月
年間月平均実人数 年間月平均利用量

3

2

3

4 4 4 4

0

1

2

3

4

5

H29年度末 H30年度末 R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末 R5年10月末

箇所

- 105 -



④　同行援護

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

視覚障がいにより，移動に著しい困難を有する障がいのある人や子どもが外出

する際に同行し，移動に必要な情報を提供するとともに，移動の援護その他の対

象者が外出する際の必要な援助を行います。
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３－２　障害児通所支援の見込量

※見込量は各年度における月平均値

児童発達支援
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

放課後等デイサービス
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

保育所等訪問支援
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

居宅訪問型児童発達支援
人日/月 人日/月 人日/月

人数 人／月 人／月 人／月

※人日とは，日中活動系サービスの供給量を示す単位

4 4 4

2 2 2

330 446 535

974 1,071 1,178

476 643 772

355 398 446

13,055 14,361 15,754

2,380 2,666 2,986

令和６年度 令和７年度 令和８年度
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①　児童発達支援

サービスの概要

事業所数の推移

※令和５年10月末時点の指定事業所のうち，４事業所が主に重症心身障がい児を支援する事業所

※指定事業所の多くが放課後等デイサービスとの多機能型であり，放課後等デイサービスを含めた定員設定で

　 あるため，定員数は記載していません。

実績及び見込量

未就学の障がいのある子どもに，通所により日常生活における基本的な動作

の指導，集団生活への適応訓練等のサービスを提供します。
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②　放課後等デイサービス

サービスの概要

事業所数の推移

※令和５年10月末時点の指定事業所の内，８事業所が主に重症心身障がい児を支援する事業所

※指定事業所の多くが児童発達支援との多機能型であり，児童発達支援を含めた定員設定であるため，

　 定員数は記載していません。

実績及び見込量

幼稚園，大学を除く，就学している障がいのある子どもに，学校終了後又は休

業日において，生活能力向上に必要な訓練，社会との交流の促進その他必要な

支援を行います。
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③　保育所等訪問支援

サービスの概要

事業所数の推移

※保育所等訪問支援については，定員数の定めがないため記載していません。

実績及び見込量

保育所等を利用している障がいのある子どもが，保育所等において集団生活に

適応するために必要な専門的な支援その他必要な支援を行います。

61 
137 

220 

330 

446 

535 

18 29 44 55 
92 

202 

317 

476 

643 

772 

0

200

400

600

800

0

100

200

300

400

500

600

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

人日／月人／月

年間月平均実人数 年間月平均利用量

7 9 9
12

18
22

27

0

10

20

30

H29年度末 H30年度末 R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末 R5年10月末

箇所

- 110 -



④　居宅訪問型児童発達支援

サービスの概要

事業所数の推移

※居宅訪問型児童発達支援については，定員数の定めがないため記載していません。

実績及び見込量

重度の障がいがあり，児童発達支援，放課後等デイサービスを受けるために外

出することが著しく困難な障がいのある子どもの居宅を訪問し，日常生活におけ

る基本的な動作の指導，知識技能の付与，集団生活への適応訓練その他必要

な支援を行います。
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３－３　相談支援の見込量

※見込量は各年度における月平均値

計画相談支援 人／月 人／月 人／月

障害児相談支援 人／月 人／月 人／月

地域移行支援 人／月 人／月 人／月

地域定着支援 人／月 人／月 人／月

624 649 675

令和６年度 令和７年度 令和８年度

8 10 12

278 311 348

15 20 25
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①　計画相談支援

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

障害福祉サービスや地域相談支援の申請若しくは変更の申請に係る障がいの

ある人又は障がいのある子どもの心身の状況，その置かれている環境，サービ

スの利用に関する意向その他の事情を勘案し，利用する障害福祉サービス又は

地域相談支援の利用に係る事項を記載したサービス等利用計画案を作成しま

す。
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②　障害児相談支援

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

障害児通所支援の申請若しくは変更の申請に係る障がいのある子どもの心身

の状況，その置かれている環境，障がいのある子ども又はその保護者の障害児

通所支援の利用に関する意向その他の事情を勘案し，利用する障害児通所支援

の利用に係る事項を記載した障害児支援利用計画案を作成します。
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③　地域移行支援

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

障害者支援施設等に入所している障がいのある人又は精神科病院に入院して

いる精神障がい者その他地域における生活に移行するために重点的な支援を必

要とする人に，住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に

関する相談その他の必要な支援を行います。
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④　地域定着支援

サービスの概要

事業所数の推移

実績及び見込量

居宅において単身等で生活する障がいのある人に，常時の連絡体制を確保し，

障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行いま

す。

4 

8 7 
9 9 9 

5 
8 

10 
12 

0

5

10

15

20

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

人／月
年間月平均実人数

9
10

6
7

8
9 9

0

2

4

6

8

10

12

H29年度末 H30年度末 R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末 R5年10月末

箇所

- 116 -



３－４　地域生活支援事業

３－４－１　地域生活支援事業について

自発的活動支援事業
知的障がいのある人がボランティア活動や団体活動を行うことにより自
信を持ち，仲間と話し合い，自立のために社会に働きかける活動の支
援を行います。

地域生活支援事業は，障害福祉サービスや障害児通所支援といった全国共通

サービスとは異なり，都道府県及び市町村が実施主体となり，地域の実情や利用

者の状況等に応じ，柔軟に実施できるものとなっています。

地域生活支援事業においては，複数の事業がある中で，実施しなければならな

い事業（必須事業）と自主的に取り組むことができる事業（任意事業）があり，それ

らの種類及び事業内容は次のとおりです。

障がいのある人への理解やノーマライゼーション社会の実現のための
広報・啓発の一環として，市民向けの広報啓発誌を発行します。

障がいのある人への理解を深めるため，小・中・高等学校や企業等か
らの要請に応じ，障がいのある人が講師となって，車椅子やアイマスク
体験等の出張講座を行います。

より多くの市民に障がいのある人のための様々なボランティアについて
知ってもらい，ボランティア活動のきっかけ作りになる講座を開催しま
す。

ふれあい体験学習事業

ボランティア講座事業

理解促進研修・啓発事業

ふれあいネットワーク事業

必須事業

事　　業　　名 事業内容

パンフレットによる情報提供や市民向けの研修を通して手話に対する
理解拡大に努め，手話を使用しやすい環境づくりを推進します。

手話普及啓発事業
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相談支援事業

障害者相談支援事業

障がいのある人等からの相談に応じ，必要な情報の提供及び助言その
他の障害福祉サービスの利用支援等，必要な支援を行うとともに，障が
いのある人に対する虐待の防止及びその早期発見のための連絡調整
その他の障がいのある人等の権利の擁護のために必要な援助を行い
ます。

基幹相談支援センター
機能強化事業

地域における相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう，専門職
員を基幹相談支援センター等に配置し，地域における相談支援事業者
等に対する専門的な指導・助言・情報収集・提供，人材育成の支援，地
域移行に向けた取組等を実施することにより，相談支援機能の強化を
図ります。

住宅入居等支援事業

賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を
希望する方につき，入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに，家
主等への相談・助言等を通じて障がいのある人等の地域生活を支援し
ます。

※当該事業に係る内容は障害者相談支援事業の中で実施します。

基幹相談支援センター

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として，障害者相談
支援事業及び成年後見制度利用支援事業並びに身体障害者福祉法，
知的障害者福祉法並びに精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
に基づく相談等の業務を総合的に行います。

要約筆記者派遣事業
聴覚障がいのある人の社会参加を促進するため，聴覚障がいのある人
が医療機関や公的機関に赴く際等に要約筆記者を派遣します。

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を
確保できる体制を整備するとともに，市民後見人の活用も含めた法人
後見の活動を支援することで，障がいのある人の権利擁護を図ります。

※現状本市において，法人後見受任を実施しているのは高知市社会福祉協議
　会のみであり，今後各法人において実施可能性を踏まえ，必要に応じて検討
　します。

成年後見制度法人後見支援事業

事　　業　　名 事業内容

意思疎通支援事業

市役所に来庁した聴覚障がいのある人が円滑に意思疎通を図ることが
できるように，市役所本庁舎１階に手話通訳者を設置します。

成年後見制度利用支援事業

障害福祉サービス利用等の観点から，成年後見制度の利用が必要と
認められる知的障がいまたは精神障がいのある人に対し，市長が代
わって後見等の開始の審判請求を行い，必要に応じて，申立て経費や
後見人報酬などの全部又は一部を助成することにより，障がいのある
人の権利擁護を図ります。

手話通訳者設置事業

重度障害者入院時
コミュニケーション支援事業

重度障がいのある人や子どもが医療機関に入院した際に，日頃関わり
のある支援員をコミュニケーション支援員として派遣し，医療機関従事
者との意思疎通支援を図ります。

手話通訳者派遣事業
聴覚障がいのある人の社会参加を促進するため，聴覚障がいのある人
が医療機関や公的機関に赴く際等に手話通訳者を派遣します。
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移動支援事業

移動支援事業

身体障害者等社会参加
応援バス運行事業

屋外での移動が困難な障がいのある人や子どもについて，余暇活動等
の社会参加のための外出の際の移動を支援し，地域における自立生
活及び社会参加の促進を図ります。

在宅の身体障がいのある人等に対し，社会参加応援バスの運行によ
り，交通手段を確保し社会参加を支援します。

作業指導，生活訓練等を実施する事業を行うものへの補助を行いま
す。

Ⅲ　型

Ⅱ　型

Ⅰ　型

精神保健福祉士等の専門職を配置し，医療，福祉及び地域の社会基
盤との連携強化のための調整，地域住民ボランティアの育成，障がい
のある人に対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を行うもの
への補助を行います。

地域において雇用・就労が困難な在宅の障がいのある人が通所し，機
能訓練，社会参加適応訓練等を行うことにより，自立と生きがいを高め
る事業を行うものへの補助を行います。

盲ろう者向け通訳・介助員
養成研修事業

盲ろう者の自立と社会参加を図るため，盲ろう者向け通訳・介助員の養
成研修を実施します。（※高知県との合同実施）

失語症者向け意思疎通支援者
養成研修事業

失語症者の自立と社会参加を図るため，失語症者向け意思疎通支援
者の養成研修を実施します。（※高知県との合同実施）

事　　業　　名 事業内容

専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

手話通訳者・要約筆記者
養成研修事業

手話通訳に必要な語彙，手話表現技術及び基本技術を習得した手話
通訳者並びに要約筆記に必要な要約技術及び基本技術を習得した要
約筆記者の養成研修を実施します。（※高知県との合同実施）

地域活動支援センター機能強化事業

在宅の重症心身障がい児・者，知的障がい児・者，身体障がい児の地
域における生活を支えるため，身近な地域で療育指導等が受けられる
療育機能の充実を図るとともに，これらを支援する都道府県域の療育
機能との重層的な連携を図ります。

※当該事業に係る内容については，障害児通所支援及び障害者相談支援事
　 業並びに子ども発達支援センターにおける早期療育教室，親子通園施設ひ
　 まわり園及び巡回支援専門員整備等の中で実施します。

障害児療育等支援事業

手話奉仕員養成研修事業

日常生活用具給付等事業 障がいのある人に対し，自立支援用具等の日常生活用具を給付するこ
とにより，日常生活の便宜を図ります。

初心者を対象とした手話講習を開催し，日常会話程度の手話技術を習
得した手話奉仕員を養成します。
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居宅において入浴することが困難な重度の身体障がいのある人や子ど
もの身体の清潔保持，心身機能の維持を図るため，その家庭に訪問入
浴者を派遣して入浴サービスを提供します。

訪問入浴サービス事業

福祉ホーム運営事業
家庭，住宅環境等の理由により，在宅において生活することが困難な
障がいのある人について，低額な料金で，居室その他の設備を利用さ
せるとともに，日常生活に必要な便宜を提供することにより，障がいの
ある人の地域生活を支援します。

日中一時支援事業
日中，障害福祉サービス事業所，障害者支援施設，学校の空き教室等
において，障がいのある人に活動の場を提供し，見守りや創作活動，日
常的な訓練等を行います。

自動車運転免許講座
身体障がいのある人を対象として，運転免許取得教習前の準備講習や
運転免許技術の再獲得に向けた支援を行います。

視覚障害者生活訓練
視覚障がいのある人を対象とした歩行訓練，日常生活動作訓練，福祉
機器の活用方法，社会資源の活用方法，コミュニケーションに関するこ
と（墨字，点字，パソコン等）などの支援を行います。

任意事業

事　　業　　名 事業内容

失語症者の自立と社会参加を図るため，失語症者向け意思疎通支援
者を派遣します。

※令和２年度から県との合同により養成研修が開始されたため，派遣事業を
   開始するには至っていません。派遣人材が確保できた事業実施について県
   と協議を行います。

失語症者向け意思疎通支援者
派遣事業

生活訓練等事業

ⅠＴ推進講習
身体障がいのある人を対象として，パソコン講習等を開催し，自ら情報
を取得できるよう支援を行います。

事　　業　　名 事業内容

手話通訳者・要約筆記者
派遣事業

聴覚障がい者の自立と社会参加を図るため，市町村域を超える広域的
な派遣，複数市町村の住民が参加する障がい者団体等の会議，研修，
講演又は講義等に，手話通訳者又は要約筆記者を派遣します。

※当該事業の内容については，必須事業の中の「手話通訳者派遣事業」，
    「要約筆記者派遣事業」において実施します。

専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

盲ろう者向け通訳・介助員
派遣事業

盲ろう者の自立と社会参加を図るため，コミュニケーション及び移動等，
盲ろう者向け通訳・介助員を派遣します。（※高知県との合同実施）
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代表者会議・戦略会議
保健・医療・福祉の代表者により構成される代表者会議では，地域移行
の取組について協議します。戦略会議は，実務者会議として対象事例
について協議します。

ピアサポーター定例会
地域移行・地域定着を促進するために共に取り組んでいけるピアサ
ポーターを育成します。

地域移行の個別給付を進めるため，医療機関の入院患者を対象に，一
般相談支援事業所の職員とピアサポーターによる院内説明会を開催し
ます。

院内説明会

地域移行支援者会議
地域移行・地域定着に関する研修及び個別事例の検討を通じ，地域課
題について検討します。

医療的ケア児等総合支援事業
医療的ケア児や重度の障がい等のある子どもとその家族への地域に
おける支援の充実をはかるため，関係機関による支援検討会を開催し
ます。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業

レクリエーション活動等
支援事業

レクリエーション活動等を通じて，障がいのある人等の体力向上，交
流，余暇等に資するため及び障がいのある人等がスポーツに触れる機
会を提供するため，各種レクリエーション教室やスポーツ大会等を開催
します。

点字・声の広報等発行事業

障害福祉のしおり

議会だより

障がいのある人に対し，情報取得のより広い選択肢を提供するため
に，障がい福祉課が毎年発行する，各種制度等をまとめた冊子につい
て，点訳及び音訳を行います。

障がいのある人に対し，情報取得のより広い選択肢を提供するため
に，議会事務局が発行する議会だよりについて，点訳及び音訳を行い
ます。

障がいのある人等の芸術文化活動を振興するため，各種教室を開催
し，芸術文化活動の機会を提供します。文化芸術活動振興事業

意思疎通支援従事者ステップアップ研修事業

点訳・音訳ボランティアステップアッ
プ研修事業

現在活動中の点訳・音訳ボランティアの点訳・音訳技術の向上を図るた
め，外部講師によるスキルアップ研修及びベテラン・ボランティア講師に
よるスキルアップ研修を開催します。

広報「あかるいまち」
障がいのある人に対し，情報取得のより広い選択肢を提供するため
に，高知市が発行する広報「あかるいまち」について，点訳及び音訳を
行います。

事　　業　　名 事業内容

発達障がいに関する知識を有する専門員（子ども発達支援員）が，保育
所等の子どもやその親が集まる施設・場への巡回等支援を実施し，支
援を担当する職員や障がいのある子どもの保護者に対し，早期発見・
早期対応のための助言等の支援を行います。

巡回支援専門員整備
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相談・指導，トラブル等の対応
障がい等で読書が困難な人へのデイジー図書再生機，PC，タブレット
等ITC機器の利用支援，トラブル対応等を行います。

重度訪問介護利用者の大学修学支
援事業

重度障がい者が修学するために必要な支援体制を大学が構築できる
までの間において，重度障がい者に対して修学に必要な身体介護等を
提供し，障がい者の社会参加を促進します。

事　　業　　名 事業内容

障害者ＩＣＴサポート推進事業

デイジー図書再生機貸出 障がい等で読書が困難な人へのデイジー図書再生機を貸出します。

意思疎通支援従事者キャリアパス構
築支援事業

高知県と合同で，意思疎通支援従事者のスキルアップを図る事業を実
施します。
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３－４－２　地域生活支援事業の見込量について

243日 243日

年間延利用者数 3人 3人 3人

10回 12回 14回

住宅入居等支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

手話通訳者派遣事業

要約筆記者派遣事業

手話通訳者設置事業

重度障害者入院時
コミュニケーション支援事業

年間派遣回数 510回

年間設置日数 243日

成年後見制度利用支援事業 実施有無 有 有 有

実施の有無 ─ ─ ─

510回 510回

年間派遣回数

自発的活動支援事業 実施有無 有 有 有

相談支援事業

実施か所数 4か所 4か所 4か所

実施有無 ─

　地域生活支援事業の見込量については次のとおりです。

なお，見込量については，各事業ごとに単位が異なりますが，具体的な量を示

すものについては，これまでの実績を基に算出しています。

見込量単位 令和６年度 令和７年度

必須事業

事　　業　　名

有 有

理解促進研修・啓発事業

令和８年度

実施有無 有 有 有ふれあいネットワーク事業

ふれあい体験学習事業 実施有無 有

有

有

─ ─

有 有

基幹相談支援センター
機能強化事業

実施有無 有 有 有

設置有無 有

障害者相談支援事業

基幹相談支援センター

実施有無 有 有ボランティア講座事業

手話普及啓発事業 実施有無 有 有
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実施か所数 ─ ─ ─障害児療育等支援事業

設置か所数 2か所

17人 17人

設置か所数 2か所 2か所 2か所

１日あたりの利用者数 17人 17人 17人

2か所

地域活動支援センター機能強化事業

Ⅰ　型

Ⅱ　型

Ⅲ　型
設置か所数 3か所 3か所 3か所

１日あたりの利用者数 17人

2か所

１日あたりの利用者数 20人 20人 20人

移動支援事業

身体障害者等社会参加
応援バス運行事業

48回

240人

年間延利用時間数

年間運行回数

246人 251人

33,371時間 34,038時間

48回

240人年間延利用者数 240人

32,717時間

60件

170件

年間延件数 8,500件 8,600件 8,700件

年間延件数 160件 165件

年間延件数 55件

48回

移動支援事業

住宅改修 年間延件数 10件 10件

手話奉仕員養成研修事業 年間延修了者数 80人 80人

10件

65件

104件102件

80人

自立生活支援用具 年間延件数 98件

年間実利用者数 241人

排泄管理支援用具

情報・意思疎通支援用具

在宅療養等支援用具

令和７年度 令和８年度

介護・訓練支援用具 年間延件数 27件 28件 29件

事　　業　　名 見込量単位 令和６年度

日常生活用具給付等事業
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任意事業

福祉ホーム運営事業

訪問入浴サービス事業

生活訓練等事業

視覚障害者生活訓練

事　　業　　名 見込量単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施か所数

3か所 3か所 3か所

年間実利用者数

実施か所数

1か所 1か所 1か所

年間実利用者数 2人 2人 2人

1,000人 1,000人 1,000人

文化芸術活動振興事業 年間延利用者数 480人 480人 480人

年間延開催数

年間実利用者数 130人 150人

11人11人 11人

レクリエーション活動等支援事業 年間延利用者数

100回 100回

ⅠＴ推進講習

自動車運転準備講座

年間延開催数 12回 12回

年間延訓練回数 100回

12回

2回 2回 2回

日中一時支援事業

巡回支援専門員整備

170人

450回 450回 450回

年間実利用者数 250人 250人 250人

年間延開催数

事　　業　　名 見込量単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

失語症者向け意思疎通支援者
派遣事業

実利用者数 ─ ─

講習修了者数 15人 15人 15人

盲ろう者向け通訳・介助員
養成研修事業

講習修了者数 6人 6人 6人

手話通訳者・要約筆記者
養成研修事業

講習修了者数 65人 65人 65人

失語症者向け意思疎通支援者
養成研修事業

専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

手話通訳者・要約筆記者
派遣事業

実利用者数 ─ ─ ─

─

盲ろう者向け通訳・介助員
派遣事業

実利用者数 13人 13人 13人
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令和７年度 令和８年度

1回

1回

1回

重度訪問介護利用者の大学修学支
援事業 実利用者数 1人

事　　業　　名 見込量単位 令和６年度

点訳・音訳ボランティアステップ
アップ研修事業

12回

8回

精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築推進事業

医療的ケア児等総合支援事業 検討会開催数 2回

点訳版 12回
広報
「あかるいまち」

地域移行者支援者
会議開催数 2回 2回 2回

12回 12回

8回 8回

25回 25回 25回

100人

7回 7回

意思疎通支援従事者キャリアパス構
築支援事業 受講人数（人） 40人 40人 40人

音訳版 4回 4回 4回

障害者ＩＣＴサポート推進事業
デイジー図書再生機

貸出件数（件） 80件 80件 80件

相談・指導，トラブル
等の対応件数（件） 100件 100件 100件

2回 2回

研修開催数

代表者会議・
戦略会議開催数 7回

点字・声の広報等発行事業

障害福祉の
しおり

年間発行回数
点訳版

─音訳版

12回

音訳版 12回 12回 12回

4回 4回

1人

意思疎通支援従事者ステップアップ研修事業

─ ─

議会だより 年間発行回数
点訳版 4回

年間発行回数

1人

参加者数 100人 100人

院内説明会開催数

12回

ピアサポーター
定例会開催数
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